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森林法施行規則第42条

行政手続法・行政手続条例適用の申請に対する処分に係る審査基準と標準処理期間

森林経営計画の変更の認定

森林法　第12条第３項

　法第11条第５項の認定を受けた森林所有者等（以下「認定森林所有者等」という。）は、
法第12条に掲げる場合に、当該森林経営計画を変更しなければならない。この場合には、
当該認定森林所有者等は、農林水産省令で定めるところにより、あらかじめ、市町村の長
（２以上の市町村にわたる場合には都道府県知事。以下同じ）にその変更が適当であるか
どうかにつき認定を求めなければならない。
　認定森林所有者等は、法第12条第１項各号に掲げる場合を除くほか、当該森林経営計
画の変更を必要とする場合には、農林水産省令で定めるところにより、あらかじめ、市町
村の長にその変更が適当であるかどうかにつき認定を求めることができる。
　法第12条の規定による認定の請求については、法第11条第４項から第６項までの規定
を準用する。

　
　未設定（法令等の規定において言い尽くされているため）

　[参考]　法第11条第５項及び森林経営計画制度運営要領Ⅰ-2のとおり

「森林法第11条第５項」
　1．第２項第１号に掲げる長期の方針が、森林経営計画の対象とする森林の整備を図るために有
　　　効かつ適切なものであること。
　2．第２項第３号から第６号までに掲げる事項が、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める基
　　　準に適合していること。
　3．市町村森林整備計画の内容に照らして適当であると認められること。
　4．当該森林経営計画の対象とする森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備の状況
　　　その他の事情に照らして、当該認定の請求をした者により当該森林経営計画に従った森林の
　　　施業及び保護が適正かつ確実に実施されると認められること。　　　　等

「森林経営計画制度運営要領Ⅰ-2」
　1．認定請求の資格等
　　（ア）認定請求者の資格
　　（イ）森林経営計画の対象とする森林の要件等
　　（ウ）森林の経営に関する長期の方針の扱い
　　（エ）森林経営計画の記載事項
　　（オ）森林の経営の委託を受けた者であることを証する書面の扱い
　　（カ）森林の土地の所有者の同意があったことを証する書面の扱い
　2．認定基準等
　　（ア）規則第38条に規定する森林施業の合理化に関する基準及び規則第39条に規定する公益
　　　　　的機能別森林施業の実施に関する基準
　　（イ）法第11条第５項第３号に規定する要件
　　（ウ）法第11条第５項第４号に規定する要件　　　　　等

　－


